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【修士論文概要書】 
 
1 背景 
 大規模な地震に伴う火災等、平常時の消防力を超えた火災においては、常備消防力（こ
こでは公設消防の常勤の消防職員の消防力）では十分に対応できないことが明らかになっ
てきている。このため、専門的職種である消防署員以外の一般市民の力を消火活動に活用
することが有効であると考えられる。この趣旨で、自主防災組織や消防団の訓練が各地で
行われ、一定の成果をあげてきた（都市部以外においては、平常時から消防団も消火にあ
たっている）。 
しかしながら、非専門職からなる自主防災組織や消防団の消火能力が専門職の常備消防
力と比較して、どの程度の効果があるかということの定量的な評価は必ずしも十分な状況
にあるとはいえない。 
 火災時の人的消火能力を扱った既往文献としては、『地域防災力評価のための消防用可搬
ポンプを利用した消火活動実験』（樋本・西田・諸隈・芝・秋元・北後・関沢・田中 2008）、
『横浜市における火災特性と市民の初期消火能力に関する調査研究』（呉・佐土原 2001 年）
などがある。樋本 2008 は、市民の消火活動の能力評価を扱っているが、常備消防力と市民
の消火能力の比較については触れていない。また、呉 2001 は、定量化にあたって、初期消
火の段階で消火器等を用いて消火訓練に参加したことがあること等をもって消火能力が認
められるとしているものの、動作の早さを定量化する試みには至っていない。バケツリレ
ーや消火器を用いた初期消火段階の検討はこれまでなされているが、初期消火段階を過ぎ
大規模火災に発展する段階で市民が小型動力ポンプを用いて街区火災の延焼阻止を主眼に
消火活動を行うことは、現段階では詳細な検討がなされていない。 
 
2 目的 
そこで本研究は、市民の消火能力の活用の重要性に鑑み、市民によって構成される自主
防災組織および消防団が小型動力ポンプを使用したときの消火能力を消防署員の消火能力
との比較において、定量化しようとするものである。三者の能力の定量化により、財源、
定員の面から限りある消防職員の能力に対し、どの程度まで市民による消火能力を期待し
KGPS Review No.17 March 2012 
8 
得るかを知ることができ、今後の市民との適切な連携の下に、さらに有効な消火方策を検
討する上での有用な基礎資料になるものと考えている。 
 
3 調査研究の手法 
調査研究にあたっては、二つの方法を使った。 
第 1 章では、阪神・淡路大震災当時の火災並びに消火活動に関する関係機関の報告書等
をもとに、火面周長とそれを消火するに必要となったマンパワーと消防車の台数及び人的
能力とポンプの放水能力を整理し、定量化を行った。 
そして第 2 章では、市民消火隊及び消防職員が実施する小型動力ポンプ操法の所要時間
を筆者が計測し、消防団の記録と比較し、三者の平常時の小型動力ポンプ操法の放水まで
の時間をもとに消火能力の定量化を行った。 
  
4 得られた結果と結論 
4-1 
小型動力ポンプ操法の所要時間が消火能力であると仮定した場合、その係数は消防職員
を 1 とすれば消防団員は 0.852、市民消火隊は 0.527 であった。（表１参照） 
その結果、訓練すれば市民でも消防職員の半分から 8 割程度の消火能力があることがわ
かった。 
単純計算で、震災時の長田区の火災で、筒先 1 口の火面周長を 40m 以内にするには、223
口の筒先をそろえる必要があり、市民の協力を得て 1 台が 4 口放水しても、56 台のポンプ
車が必要になる。しかし、現在、すぐに出動できるポンプ車は、長田区内で通常 3 台、最
大 5 台程度である。さらに 51 台のポンプ車と常勤職員を配備する財源はないし、非現実的
である。 
では、56 台に近づける手立てはないのだろうか？ 
現在、長田消防団は 8 基の小型動力ポンプを保有している。また、阪神・淡路大震災が
あった 1995 年以降、長田区内の主な公園には、39 基の可搬式小型動力ポンプが設置され
ている。これら合計 47 基の小型動力ポンプを使用すれば、「筒先 1 口あたり 40m」に近づ
く。 
現時点では、上記小型動力ポンプ 47 基の内、実際に訓練を行っていて効果的に消火に使
用できるのは、消防団保有の 8 基と若鷹市民消火隊使用の 1 基、計 9 基のみである。応急
対応（予防）的側面からの対策としては、残り 38 基のポンプを消火に使用できるように、
付近住民による消火訓練が急務である。 
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表１ 小型動力ポンプ操法の所要時間と人的能力係数（筆者作成） 
 所要時
間 （ 最
小値） 
人的能力係数
（消防職員を 1
とした場合） 
備考 
①消防職員（男性） 29 秒 1 実施者 ：神戸市中央消防署員 
年齢構成：平均 30 歳代 
記録年月：2003 年 7 月 
記録場所：神戸市中央区東川崎町 1 丁目 
川崎重工業グランド 
記録員 ：筆者 
②消防団員（男性） 34 秒 0.852 実施者 ：神戸市北消防団有野支団第 4 分団第 1 班 
構成年齢：不詳 
記録年月：2009 年 11 月 
記録場所：神戸市北区ひよどり北町 1 丁目 
神戸市民防災総合センター 
出典  ：http://kobe-syobokyokai.org/arc/2009.php#52 
第 9 回神戸市小型動力ポンプ操法大会優勝成績 
③市民消火隊 
（ 訓 練 有 、 男 性 ）
 
55 秒 0.527 実施者 ：若鷹市民消火隊 
年齢構成：全員 65 歳以上 
記録年月：2009 年 5 月（写真は 2011 年 6 月） 
記録場所：神戸市長田区若松町 10 丁目 
若鷹公園 
記録員 ：筆者 
④市民消火隊 
（ 訓 練 無 、 男 性 ）
 
80 秒 0.363 実施者 ：ひだまり公園市民消火隊 
年齢構成：平均 50 歳代 
記録年月：2011 年 6 月 
記録場所：神戸市長田区若松町 10 丁目 
若鷹公園 
記録員 ：筆者 
⑤市民消火隊 
（ 訓 練 無 、 女 性 ）
 
132 秒 0.220 実施者 ：若鷹市民消火隊 
年齢構成：平均 60 歳代 
記録年月：2011 年 6 月 
記録場所：神戸市長田区若松町 10 丁目 
若鷹公園 
記録員 ：筆者 
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4-2 
 消防職員が阪神・淡路大震災時に消火した延焼阻止線の長さを１とすれば消防団員のそ
れは 0.435 であった。 
小型動力ポンプ操法の所要時間が消火能力であると仮定した場合、その係数は消防職員
を 1 とすれば消防団員は 0.852、市民消火隊は 0.527 であった。 
訓練を実施すれば、消防職員の約半分から 8 割程度の消火能力を市民が持つことがわか
った。また、訓練が未実施の市民は、消防職員の 2 割から 4 割程度の消火能力にとどまる
ことがわかった。 
 
5 終わりに 
消防職員を平常時から増員することが予算措置上は自治体にとって難しい場合でも、消
防団員や市民消火隊員を増員し訓練し、消火能力を向上させることは、比較的容易である。 
 大火に対する備えとして、死者低減のために、積極的な訓練が望まれる。 
 第 2 章で取り上げた若鷹市民消火隊やその他の自主防災組織がさらに発展するために、
共通するいくつかの留意点を以下に記す。 
1 若手現役世代への継承 
2 フールプルーフとして、訓練時間のない市民にも簡単に使用できる装備や訓練方法の開
発 
3 訓練や災害時に負傷した際の保険の整備 
 
 1995 年の兵庫県南部地震までは、市街地の消防団は神戸市東灘区などの例を除いてポン
プなどの放水機材を運用していなかった。また、高度成長期からコミュニティの機能を外
在化する流れで、「市民が消火する」という概念は一般的ではなかった。 
 戦後日本において、「行政が機能しなくなる」という想定は、されてこなかった。 
 その中で、「消防車が来られないこともある」「市民が主体的に消火する必要がある」と
気づかせたという意味において、兵庫県南部地震は、時代の転換点となった。 
 次なる大災害に備えて、実際の政策において死者をいかに低減できるか、私たちは試さ
れている。 
  
